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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 174,058 ― 2,622 ― 2,754 ― 924 ―

20年3月期第1四半期 171,450 6.4 1,552 ― 1,688 ― △1,509 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 3.69 3.29
20年3月期第1四半期 △6.02 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 399,719 64,523 14.9 238.41
20年3月期 404,817 65,096 14.9 240.32

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  59,743百万円 20年3月期  60,222百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 5.00 5.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ― ― 5.00 5.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 343,000 ― 4,300 ― 3,600 ― 1,200 ― 4.78
通期 759,000 1.3 18,200 △1.1 16,500 △3.8 7,800 48.7 31.12

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

〔（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4．その他をご覧ください。〕  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

〔（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4． その他をご覧ください。〕  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 
なお、業績予想に関する事項は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】「3．連結業績予想に関する定性的情報」をご参照ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  251,365,028株 20年3月期  251,365,028株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  783,700株 20年3月期  774,499株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  250,584,938株 20年3月期第1四半期  250,644,331株
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　  当第１四半期連結会計期間における日本経済は、中国を中心にアジア向けの輸出が増加基調で推移した一方で、
　原材料・原油価格の高騰などを背景に企業収益や個人消費への影響が懸念され、景気の先行きに不透明感が強ま
　りました。
　  このような状況のもと、当社は、「新たな成長ステージへの挑戦」を掲げた中期経営計画（ＰＬＡＮ０８）に
　基づき、「エネルギーのイワタニ」、「ガスのイワタニ」、「価値創造のイワタニ」、「ＣＳＲのイワタニ」の
　中期経営ビジョンを通した成長路線への転換と財務体質の強化に取り組みました。
　　この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高1,740億58百万円（前年同期比26億８百万円の増収）、
　営業利益26億22百万円（前年同期比10億70百万円の増益）、経常利益27億54百万円（前年同期比10億66百万円の
　増益）、四半期純利益９億24百万円（前年同期比24億34百万円の増益）となりました。
　　なお、当社グループの事業構造はエネルギー関連商品を主力としており、季節変動による影響を大きく受ける
　傾向にあります。ＬＰガスの消費量は、気温や水温の影響を受けるため、販売量は夏季に減少し、冬季に増加し
　ます。このため当社グループは利益が下期に偏る収益体質を有しています。

　　事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。
　　当第１四半期連結会計期間より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました当社の機械設備部門、医薬
　・食品システム部門について「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」に区分変更いたしました。この変更は、
　営業効率の向上や相乗効果を期待した当社の組織変更によるものであります。
　　なお、前年同期との数値比較においては、変更後で比較を行っております。

　【エネルギー等生活関連事業】

　　エネルギー等生活関連事業では、プロパンガス輸入価格は昨冬以来800ドル/㌧以上の高値で推移する中、６月
　には不需要期にも関らず895ドル/㌧の過去最高値を記録するなど、依然として厳しい状況が続きました。
　　このような事業環境のもと、ＬＰガス輸入価格の上昇に伴う販売価格の改定と事業コストの削減による収益力
　の強化を図るとともに、消費者戸数の拡大に取り組みました。主力の民生用ＬＰガスは各家庭での単位消費量が
　減少するなどの影響を受け販売数量が減少しましたが、ＬＰガス輸入価格の高騰などにより、増収となりました。
　　この結果、当事業分野の売上高は、1,031億69百万円（前年同期比10.0％の増収）、営業利益は13億91百万円
　（前年同期比15億16百万円の増益）となりました。

　【産業ガス関連事業】

　　産業ガス関連事業では、化学、光ファイバー、電子部品関連業界の底堅い需要に支えられ、窒素、アルゴン、
　炭酸ガスなどの販売数量が伸長しました。また製造・輸送コストの上昇を受けて各種産業ガスの価格改定を実施
　しました。しかしながら、景気の先行き不透明感を背景に企業の設備投資に減速感があり、ガス関連設備と溶接
　関連設備が減収となりました。
　　この結果、当事業分野の売上高は、355億58百万円（前年同期比0.2％の減収）、営業利益は18億42百万円（前
　年同期比1.8％の増益）となりました。

　【マテリアル・エレクロニクス関連事業】

　　マテリアル分野では、合成樹脂部門は原材料価格の高騰に伴う価格改定などの影響により、汎用樹脂の出荷が
　低調に推移しました。セラミックス部門は堅調な粗鋼生産を背景として耐火物原料の販売数量が拡大したことに
　加え、電子業界向けにレアアースを中心としたセラミックス原料の売上高が伸長しました。金属部門は、市況下
　落の影響を受けてステンレス鋼の販売数量が低調に推移するとともに、資源・素材価格の上昇に伴う価格改定の
　影響により電子部品向け材料の出荷が減少しました。
　　電子・機械分野では、海外向けに板金溶接機械の販売が好調に推移しましたが、半導体業界の設備投資抑制の
　影響により、中国、台湾向けを中心とした半導体関連装置の売上高が大幅に減少しました。
　　この結果、当事業分野の売上高は、320億95百万円（前年同期比18.1％の減収）、営業利益は７億30百万円（
　前年同期比30.6％の減益）となりました。

　【その他の事業】

　　売上高は32億34百万円（前年同期比14.3％の増収）、営業利益は１億25百万円（前年同期比11.2％の減益）と
　なりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

　  当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比50億98百万円減少の3,997億19百万円となりまし
　た。
　　これは、ＬＰガス輸入価格が高値で推移したこと等により商品が増加しましたが、季節的要因により受取手形
　及び売掛金が減少したこと等によるものです。
　　また、純資産については、前連結会計年度末比５億72百万円減少の645億23百万円となりました。
　　これは、四半期純利益等により増加したものの、剰余金の配当等により減少したことによるものです。
　　なお、当第１四半期連結会計期間末の有利子負債額は、前連結会計年度末比12億22百万円増加の1,804億20百万
　円となりました。
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　（キャッシュ・フローの状況）

　  当第１四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末比13億
　74百万円増加の197億96百万円となりました。

　①営業活動によるキャッシュ・フロー
　　当第１四半期連結会計期間における営業活動により得られた資金は、58億75百万円となりました。
　　これは主に、税金等調整前四半期純利益21億84百万円、減価償却費38億12百万円、売上債権の減少額130億11
　百万円などによる資金の増加と、たな卸資産の増加額64億18百万円、仕入債務の減少額57億49百万円、法人税等
　の支払額35億94百万円などによる資金の減少によるものです。

　②投資活動によるキャッシュ・フロー
　　当第１四半期連結会計期間における投資活動により支出した資金は、45億93百万円となりました。
　　これは主に、有形固定資産の取得による資金の支出によるものです。

　③財務活動によるキャッシュ・フロー
　　当第１四半期連結会計期間における財務活動により支出した資金は、２億31百万円となりました。
　　これは主に、借入れによる資金の調達９億６百万円をいたしましたが、配当金の支払11億35百万円などにより
　資金が減少したものです。

３．連結業績予想に関する定性的情報

   今後の見通しにつきましては、原油市況の影響によるＬＰガス輸入価格の変動や景気の先行き不透明感を背景
   とする製造業の工場稼働率の低下が懸念されますが、当第１四半期連結会計期間においては、平成20年５月15
   日発表の業績予想を変更しておりません｡

４．その他

（1）期中における重要な子会社の異動（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

   該当事項はありません｡

（2）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 　1.一般債権の貸倒見積高の算定方法
　 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め
　 　られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 　2.棚卸資産の評価方法
　 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸
　 　高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

 　3.固定資産の減価償却の算定方法
　 　連結子会社については主に、固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年
　 　間償却予定額を期間按分する方法によっております。なお定率法を採用している資産については、連結会計
　 　年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

 　4.法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法
　 　一部の連結子会社は、繰延税金資産の回収性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、
　 　一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業
　 　績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
　 　また、一部の連結子会社は、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合
　 　理的に見積り、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計算する方法によっております。
　 　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

 　1.「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準第12号）及
 　　び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基
　　 準適用指針第14号）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」
　　 に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

 　2.当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会
　　 平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準について、原価法から原価法（収益性の低下に
　　 よる簿価切下げの方法）に変更しております。
　　 これにより、従来の方法による場合に比べて、税金等調整前四半期利益が503百万円減少しております。
　　 なお、セグメント情報に与える影響はありません。
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 　3.当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する
 　  当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要
 　  な修正を行っております。
　　 これによる損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

  （追加情報）有形固定資産の減価償却の方法
　　 当社及び一部の国内連結子会社は、法人税法改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正に伴
　　 い、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について改正後の耐用年数に基づく減
　　 価償却の方法に変更しております。
　　 これにより、従来の方法による場合に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が49百万円
　　 減少しております。
　　 なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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５．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
有価証券
商品
製品
原材料
仕掛品
その他
貸倒引当金
流動資産合計

固定資産
有形固定資産
土地
その他（純額）
有形固定資産合計

無形固定資産
のれん
その他
無形固定資産合計

投資その他の資産
投資有価証券
その他
貸倒引当金
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

負債の部
流動負債
支払手形及び買掛金
短期借入金
未払法人税等
賞与引当金
その他
流動負債合計

固定負債
社債
長期借入金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
負ののれん
その他
固定負債合計

負債合計

純資産の部
株主資本
資本金
資本剰余金
利益剰余金
自己株式
株主資本合計

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘定
評価・換算差額等合計

少数株主持分
純資産合計

負債純資産合計

10,361
4,915

52,681
67,059

119,740

118,526
9

40,381

当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

20,065

△1,390
198,384

1,981

2,960
12,577

3,272

9
34,609
1,604

前連結会計年度末に係る要約連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

18,678
130,859

2,749
12,484

52,711
67,565

△1,285

120,276

10,197
5,009

15,20715,277

553 559

49,261

202,065
404,817

118,512 123,811

225,768

20,784 20,786

48,292
4,706
4,123

44,833

51,538

83,144

202,751

3,726 3,573

224,439

79,319

1,272
3,854

201,334
399,719

113,952
335,195 339,720

87 89
6,285 5,799

110,755

18,684
△214 △211

20,096 20,096
17,909 17,909
18,219

△1,372 13

56,011 56,479

4,956 3,714
148

3,041

65,096
399,719 404,817

3,732 3,743
4,780 4,873

64,523

15

40,936 39,762
27,276 28,714

△1,896 △1,895
66,316 66,581
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（２）四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
運搬費
貸倒引当金繰入額
給料手当及び賞与
賞与引当金繰入額
退職給付費用
役員退職慰労引当金繰入額
その他
販売費及び一般管理費合計

営業利益
営業外収益
受取利息
受取配当金
為替差益
負ののれん償却額
持分法による投資利益
その他
営業外収益合計

営業外費用
支払利息
その他
営業外費用合計

経常利益
特別利益
固定資産売却益
特別利益合計

特別損失
固定資産売却損
固定資産除却損
投資有価証券売却損
役員退職慰労金
たな卸資産評価損
特別損失合計

税金等調整前四半期純利益
法人税等合計
少数株主利益
四半期純利益

1,178
80

924

577
2,184

52
503

13
7

7

1,179
2,754

0

1,311

872
307

7

260
4

182
391

29,462
2,622

186
285

2,112
806
32

13,924

32,085

5,610
117

6,859

当第１四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

174,058
141,973
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前四半期純利益
減価償却費
のれん償却額
貸倒引当金の増減額（△は減少）
賞与引当金の増減額（△は減少）
退職給付引当金の増減額（△は減少）
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
受取利息及び受取配当金
支払利息
為替差損益（△は益）
持分法による投資損益（△は益）
有形固定資産除売却損益（△は益）
投資有価証券売却損益（△は益）
たな卸資産評価損
売上債権の増減額（△は増加）
たな卸資産の増減額（△は増加）
仕入債務の増減額（△は減少）
その他
小計
利息及び配当金の受取額
持分法適用会社からの配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
投資有価証券の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
貸付けによる支出
貸付金の回収による収入
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少）
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
自己株式の純増減額（△は増加）
配当金の支払額
少数株主への配当金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の四半期末残高

当第１四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

2,184
3,812

413
105

△472
872

111
△45

△325

△20
△182

6

13,011

7
503

△6,418
△5,749

1,865
9,680

557
186

△954
△3,594

5,875

85
△3,894

22
△221

△2,467
2,556
△674

△4,593

2,719
346

△2,159
△2

△1,075

18,422
588

19,796

△59
△231
△264

786
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表
規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（５）セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】
当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

売上高

（注）

1． 事業の区分の方法

　事業の区分は、親会社の商品部門を基礎として、商品の種類及び販売経路の共通性により区分しております。

2． 各事業の主要な商品

　（１）エネルギー等生活関連事業 ・・・・家庭用・業務用ＬＰガス、工業用ＬＰガス、ＬＰガス供給設備、ガス機器、

液化天然ガス、各種石油製品、住設機器、生活用品、食品　他

　（２）産業ガス関連事業 ・・・・セパレートガス、特殊ガス、ガス供給設備、溶接材料、溶接・切断機、産

業用機械・装置、レーザー加工機、ロボット及び周辺機器、プラント　他

　（３）ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業 ・・・・電子・情報機械、ＦＡシステム、化成品、鉱産物、鉄鋼、非鉄金属、建設

工事請負、建設資材、管工機材　他

　（４）その他の事業 ・・・・金融、保険、運送、倉庫、保安、情報処理　他

3． 当第１四半期連結会計期間より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました当社の機械設備部門、医薬・食品シ

ステム部門について「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」に区分変更いたしました。この変更は、営業効率の向

上や相乗効果を期待した当社の組織変更によるものであります。

これに伴い、上記各事業の主要な商品のうち「ＦＡシステム」が「産業ガス関連事業」より「マテリアル・エレクトロ

ニクス関連事業」に異動しております。

これにより、従来の方法による場合と比べて、「産業ガス関連事業」の外部顧客に対する売上高が2,581百万円、営業利

益が74百万円それぞれ減少し、「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」の外部顧客に対する売上高が2,581百万円、

営業利益が74百万円それぞれ増加しております。

4． 「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更　（追加情報）」に記載のとおり当社及び

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正に伴い、当連結会計

年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について改正後の耐用年数に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

これにより、従来の方法による場合に比べて、営業利益が49百万円減少しておりますが、各事業の種類別セグメントに

与える影響は軽微であります。

（百万円） （百万円） （百万円）（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

エネルギー等
生活関連事業

産業ガス
関連事業

ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸ
ｽ関連事業

その他の事業 計 消去又は全社 連結

（1）
外部顧客に
対する売上高

103,169 35,558 32,095 3,234 174,058 － 174,058

（2）
セグメント間
の内部売上高
又は振替高

664 73 609 5,078 6,426 (6,426) －

計 103,833 35,632 32,705 8,313 180,485 (6,426) 174,058

営業利益(又は営
業損失）

1,391 1,842 730 125 4,088 (1,466) 2,622
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【所在地別セグメント情報】
当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

売上高

（注）

1． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　（１）東アジア ・・・・・・・ 中国、台湾

　（２）東南アジア ・・・・・・・ シンガポール、タイ、マレーシア

　（３）その他の地域 ・・・・・・・ オーストラリア、米国

3． 「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更　（追加情報）」に記載のとおり当社及び

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正における減価償却資産の耐用年数等に関する省令の改正に伴い、当連結会計

年度の第１四半期連結会計期間より、主に機械及び装置について改正後の耐用年数に基づく減価償却の方法に変更して

おります。

これにより、従来の方法による場合に比べて、「日本」において営業利益が49百万減少しております。

【海外売上高】
当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

Ⅰ　

Ⅱ　

Ⅲ　

（注）

1． 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2． 各区分に属する主な国又は地域

　（１）東アジア ・・・・・・・ 中国、台湾

　（２）東南アジア ・・・・・・・ シンガポール、タイ、マレーシア

　（３）その他の地域 ・・・・・・・ オーストラリア、米国

3． 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

記載すべき事項はありません。

（百万円） （百万円） （百万円）（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

東アジア 東南アジア その他の地域 計

11.0

－

11,144 2,590 5,474 19,209

－ － 174,058

海外売上高（百万円）

連結売上高（百万円）

6.4 1.5 3.1
連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

日本 東アジア 東南アジア その他の地域 計 消去又は全社

（2）

連結

（1）
外部顧客に
対する売上高

145,450 5,630 21,039 1,938 174,058 － 174,058

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

2,755 1,264 24,079 873 28,973 (28,973) －

計 148,206 6,894 45,119 2,812 203,032 (28,973) 174,058

営業利益(又は営
業損失）

3,891 160 148 △ 64 4,137 (1,514) 2,622
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「参考資料」

前四半期にかかる財務諸表

（１）（要約）四半期連結損益計算書 （単位：百万円）

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

特別利益

特別損失

税金等調整前四半期純利益

税金費用

少数株主利益

四半期純利益

（２）セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】
前第１四半期連結累計期間（自平成19年４月１日　至平成19年６月30日） （単位：百万円）

売上高

当第１四半期より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました産業機械分野の一部を「マテリアル・
エレクトロニクス関連事業」に区分変更いたしました。
このため、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の事業区分に組替して表示しております。

1,268

1,688

39

△ 1,509

147

1,580

3,040

49

171,450

前第１四半期連結累計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年６月30日）

171,450

171,450

140,592

30,857

29,305

1,552

1,404

連結
エネルギー等
生活関連事業

産業ガス
関連事業

ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸ
ｽ関連事業

その他の事業 計 消去又は全社

（2）
セグメント間
の内部売上高
又は振替高

93,808

810

（1）
外部顧客に
対する売上高

(6,717) －

35,628 39,184 2,829

24 570 5,312 6,717

－

計 94,618 35,653 39,754 8,141 178,168 (6,717) 171,450

営業利益 △ 125 1,808 1,051 141 2,876 (1,323) 1,552
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平成20年８月７日
岩谷産業株式会社

　平成21年３月期第１四半期実績　及び　平成21年３月期業績予想

連結

損益計算書（単位：百万円）
当第１四半期 前第１四半期

（平成20/6月期） （平成19/6月期） 増減額 《総括》

売上高 174,058 171,450 2,608 1.5 % 【エネルギー等生活関連事業】

売上総利益 32,085 30,857 1,227 4.0 % ＬＰガス輸入価格が高値を継続する環境のもと、販売価格の改定と事

販売費・一般管理費 29,462 29,305 157 0.5 % 業コスト削減による収益力強化を図るとともに、消費者戸数の拡大に取

営業利益 2,622 1,552 1,070 68.9 % り組む。主力の民生用ＬＰガスは各家庭の単位消費量減少により販売

利息収支 △685 △664 △21 数量減少も、ＬＰガス輸入価格の高騰などにより増収。

受取配当金 285 211 74 【産業ガス関連事業】

（金融収支） （ △400 ） （ △453 ） （ 52 ） 化学、光ファイバー、電子部品関連業界の底堅い需要により、窒素、ア

為替差益（差損控除） 260 286 △26 ルゴン、炭酸ガスなどの販売数量伸長。製造・輸送コストの上昇を受け

持分法投資損益 182 318 △136 価格改定実施。しかしながら、景気先行き不透明感から企業の設備投

その他営業外損益 88 △16 105 資に減速感があり、ガス関連設備、溶接関連設備が減収。

経常利益 2,754 1,688 1,066 63.2 % 【ﾏﾃﾘｱﾙ・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連事業】

固定資産売却損益・除却損等 △6 4 △10 マテリアル分野で、合成樹脂部門で原材料価格高騰に伴う価格改定の

株式売却損益・評価損等 △7 △34 27 影響で、汎用樹脂の出荷低調。セラミックス部門は堅調な粗鋼生産背

たな卸資産評価損 △503 － △503 景に耐火物原料の販売拡大に加え、電子業界向けにレアアース中心

その他特別損益 △52 △76 24 にセラミックス原料の売上伸長。金属部門は、市況下落の影響でステン

法人税等 △1,178 △3,040 1,861 レス鋼の販売低調。さらに資源・素材価格の上昇に伴う価格改定の影

少数株主利益 △80 △49 △31 響で電子部品向け材料の出荷減少。

四半期純利益 924 △1,509 2,434 － % 電子・機械分野で、海外向け板金溶接機の販売好調も、半導体業界

の設備投資抑制の影響で、中国、台湾向け半導体関連装置の売上

◎連結範囲の変更 大幅減少。

　連結：　新規　5社　除外　　0社　　　85社　→　 90社 【売上高・利益】

　持分：　新規　3社　除外　　7社　　133社　→　129社 連結売上高は、前年同期比26億円の増収。営業利益、経常利益、

 ・ 連結範囲の変更による影響額：軽微 四半期純利益もそれぞれ増益となりました。

キャッシュ・フローの状況（単位：百万円） 財政状態（単位：百万円）
当第１四半期末 前期末 前期末比

営業活動によるC/F 5,875 1,464 4,411 総資産 399,719 404,817 △5,098
投資活動によるC/F △4,593 △5,213 619 自己資本 59,743 60,222 △479
フリー・キャッシュフロー 1,282 △3,749 5,031 有利子負債 180,420 179,198 1,222
財務活動によるC/F △231 3,896 △4,128 ネット有利子負債 160,355 160,520 △164
換算差額 △264 12 △276 自己資本比率 14.9% 14.9% 0.0pt

現金及び現金同等物の増減額 786 160 626 有利子負債依存度 45.1% 44.2% 0.9pt悪化

連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の増減額 588 - 588 有利子負債倍率 3.01 2.97 0.04pt悪化

ネットDER 2.68 2.66 0.02pt悪化

※有利子負債には、新株予約権付社債10,034百万円を含んでおります。

　 

セグメント情報（単位：百万円） 平成21年３月期　連結業績予想（単位：百万円）

増減額

売上高（外部顧客に対する売上高） 174,058 171,450 2,608 1.5 % 売上高 343,000 759,000
　エネルギー等生活関連事業 103,169 93,808 9,360 10.0 % 　エネルギー等生活関連事業 192,000 439,000
　産業ガス関連事業 35,558 35,628 △70 △0.2 % 　産業ガス関連事業 75,000 157,000
　マテリアル・エレクトロニクス関連事業 32,095 39,184 △7,088 △18.1 % 　マテリアル・エレクトロニクス関連事業 70,000 149,000
　その他の事業 3,234 2,829 405 14.3 % 　その他の事業 6,000 14,000
営業利益 2,622 1,552 1,070 68.9 % 営業利益 4,300 18,200
　エネルギー等生活関連事業 1,391 △125 1,516 － % 　エネルギー等生活関連事業 1,200 9,300
　産業ガス関連事業 1,842 1,808 33 1.8 % 　産業ガス関連事業 4,300 9,300
　マテリアル・エレクトロニクス関連事業 730 1,051 △321 △30.6 % 　マテリアル・エレクトロニクス関連事業 1,500 4,600
　その他の事業 125 141 △15 △11.2 % 　その他の事業 500 1,000
　消去又は全社 △1,466 △1,323 △142 　消去又は全社 △3,200 △6,000
（注）当第１四半期より、従来「産業ガス関連事業」に区分しておりました産業機械分野の一部を 経常利益 3,600 16,500
　　　「マテリアル・エレクトロニクス関連事業」に区分変更いたしました。 当期純利益 1,200 7,800
　　　このため、前第１四半期のセグメント情報は、変更後の事業区分に組替して表示、増減比較 ※平成20年５月15日公表の業績予想と変更ありません。

　　　しております。

第２四半期
累計期間

通期

増減率

平成21年３月期第１四半期連結決算の概況前年同四半期比

－

添付資料

前年同四半期比前第１四半期当第１四半期

当第１四半期 前第１四半期
前年同四半期比

増減率

-11-



平成20年８月７日
岩谷産業株式会社

単独（参考）

損益計算書（単位：百万円） 財政状態（単位：百万円）
当第１四半期 前第１四半期 当第１四半期末 前期末 前期末比

（平成20/6月期） （平成19/6月期） 増減額 総資産 292,235 296,319 △4,083
売上高 135,168 133,094 2,074 1.6 % 自己資本 55,300 54,020 1,279
売上総利益 14,859 14,387 471 3.3 % 有利子負債 129,973 128,647 1,325
販売費・一般管理費 13,562 13,791 △229 △1.7 % ネット有利子負債 118,617 117,472 1,144
営業利益 1,296 595 701 117.7 % 自己資本比率 18.9% 18.2% 0.7pt

利息収支 △382 △365 △17 有利子負債依存度 44.5% 43.4% 1.1pt悪化

受取配当金 910 894 15 有利子負債倍率 2.35 2.38 0.03pt改善

（金融収支） （ 527 ） （ 528 ） （ △1 ） ネットDER 2.14 2.17 0.03pt改善

為替差益（差損控除） 246 252 △5 ※有利子負債には、新株予約権付社債10,034百万円を含んでおります。

その他営業外損益 △120 △277 156
経常利益 1,950 1,099 850 77.4 %

固定資産売却損益・除却損等 1 － 1 《総括》

株式売却損益・評価損等 △20 41 △62 当第１四半期の売上高は、前年同四半期比20億円増収。

関係会社整理損 － △3 3 これに伴い、売上総利益、営業利益、経常利益、四半期純利益

たな卸資産評価損 △73 － △73 ともに増益となりました。

法人税等 △684 △307 △376
四半期純利益 1,172 829 343 41.4 %

前年同四半期比

増減率

平成21年３月期第１四半期単独決算の概況

LPG輸入価格の推移
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